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2月20日から2月定例会が開会しました。

名古屋市の202４年度予算案の一般会計は過

去最大の1兆4,853億円（5.2％増）、特別会計と

公営企業会計をあわせた総額では6.5％増の2

兆9936億円です。

３つの保険料値上げ

①国民健康保険料の値上げ
平均保険料が年間で101,822円→109,314円

へ7,492円値上げされます。一般会計からの国

保会計への繰入金（「赤字分」）の解消という国

の圧力に屈して、保険料賦課率（愛知県への納

付金における保険料の割合）を今年度から４年間

で２％引き上げることによるもの。しかし、名古屋

市の国保会計には「赤字」（決算補填等目的の繰

入金）はありません。

②介護保険料の値上げ
保険料基準額が月6,642円→6,950円へ月3

08円（年間3,696円）値上げされます。保険料段

階区分は15段階→18段階に変更し、応能負担を

強化。（2023年11月定例会でみつなか美由紀

議員が質問）

③後期高齢者医療保険料の値上げ
平均保険料が年91,117円→103,381円へ12,

264円値上げ（13.5％増）されます。共産党議員

のいない「後期高齢者医療広域連合議会」は質

疑・討論はありませんでした。

不要不急の大型事業

◆バリアフリー市民討論会の差別発言問題の検

証作業はが終了していないのに、実施設計や

天守閣昇降手段など名古屋城天守閣の木造復

元に約4億円。今年も木材保管料（約1億円）を

垂れ流し。

◆中部国際空港の代替滑走路整備として空港

会社に財政支援として1,415万。現在の滑走路

改修のため必要な代替滑走路をつくり改修後

に、二本目滑走路とする計画です。

◆名古屋高速道路の出入口の追加・改良工事に

56億6千万円。新洲崎ジャンクションの追加整

備は工事費が2.5倍に増えました。

◆笹島巨大地下通路建設基本設計。来年度は予

算（6600万円）を計上。笹島交差点から「ささ

しまライブ24地区」に至る西側歩道は拡幅され

ており地下通路の必要性は乏しい。

◆愛知県と共同で2025年大阪万博の自治体参

加催事に出展準備するために600万円。「能登

の復旧・復興こそ最優先」として、大阪万博の中

止を求める声が広がっている。

◆徳山ダム導水路事業への出資（工業用水道会

計に205万円）。河村市長は「水余り」は否定で

きないのに、徳山ダム建設容認に転換。

2024年度名古屋市予算案 一般会計で過去最大の１兆4853億円

物価高騰で苦しむ市民には負担増
行き詰まる大型事業は推進
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市民税減税の財源づくりのために

福祉が後退
来年度予算では個人市民税の「５％減税」によっ

て約100億円（99億5500万円）の減収見込みで

す。「減税」の財源づくりのために、「施設の民営

化や業務の委託化の推進などにより（職員）定員

の見直し」（市の「予算編成の方針」）で人件費カッ

トを今後も続けます。例えば、公立保育園の民営

化や2027年度末の 厚生院特別養護老人ホー

ムの縮小・廃止です。2025年4月には総合リハ

ビリテーションセンターの市大病院化が予定され

ています。2023年9月定例会での日本共産党市

議団の質問に健康福祉局長が「医療から福祉への

切れ目のない支援を、地域に拡大する。高次脳機能・

視覚障害者の支援強化に取り組む」と答えています。

リハセンが担ってきた医療と福祉の連携の強化、

介護保険事業の継続を求めていきます。

「金持ち減税」の中止で１００億円の増収
富裕層優遇減税はや

めれば、100億円の財

源を確保することがで

きます。小学校給食費

の無償化（約47億円）、

国保料の子どもの均等

割の廃止（約11億円）、

奨学金返還支援制度

の創設（7億2千万円）、

補聴器購入補助（2億5千万円）などへ活用する

べきです。

国が決定した保育士の配置基準の改善は、国

の方針に「経過措置」があることから名古屋市は

来年度は実施しない予定です。市立園での保育

士配置基準改善のためには、保育士の定員を増

やす必要があります。

「金持ち減税」やめて、
100億円の財源を福祉・子育て支援に

市民の声や運動とともに 日本共産党市議団

が求めて予算案に盛り込まれたものを紹介しま

す。

市議団が議会質問で要求した夜間中学の整備・

初期日本語集中教室の増設など日本語指導が

必要な児童生徒の支援がすすめられます。来年

度は小学校６年生までの３５人学級が拡大され

ます。就学援助の所得基準額の引き上げと入学

準備金の増額や私立高校授業料補助の拡充で

学びを保障します。

子ども・子育てでは学童保育の多子世帯の保

護者負担減免に助成と公立保育所のリニューア

ル改修の拡充・公社賃貸住宅・定住促進住宅・セー

フティネット住宅における子育て世帯の家賃減額

補助の拡充です。

住宅の断熱窓改修への補助新設など脱炭素化

促進補助やコミミセンのリニューアル改修とＬＥ

Ｄ照明の導入も予算に盛り込まれています。

中村区役所等複合庁舎と地下鉄本陣駅の間の

地下通路整備・本山駅などの地下鉄駅エレベー

ターの整備が計上され住民のみなさんの運動が

実りました。

「なごや平和の日」の制定と平和継承事業は、

陳情があった高校生たちの声が実現しました。

予算案には、能登半島地震を踏まえて地震

対策の検証を行う予算が計上されました。

日本共産党市議団は、民間住宅の耐震改修

助成の拡充、市独自の住宅再建支援制度の

創設、ジェンダーに配慮した避難所運営計画

の改善、小学校の避難所における給食調理室

の活用などを求めていきます。

能登半島地震を踏まえた地震対策の強化

新年度予算に盛り込まれた 市民要求


